
1 
 

兵庫県告示第  号 

公文書等の管理に関する条例（令和元年兵庫県条例第 10 号）第 10 条第１項

の規定に基づき、公文書管理指針を次のとおり定める。 

令和 年 月 日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

 

公文書管理指針 

公文書等の管理に関する条例（令和元年兵庫県条例第 10 号。以下「条例」と

いう。）は、県の諸活動に関する公文書が県民共有の財産であり、公文書の適正

な管理が情報公開の基盤であるとの認識に立って、公文書の管理に関する基本

的な事項を定めること等により、その適正な管理を確保し、もって県行政が適

正かつ効率的に運営されるようにするとともに、県の有するその諸活動を県民

に説明する責務が全うされるようにすることを目的としている。 

公文書管理指針は、各実施機関における公文書の管理が、条例の目的を踏ま

えて適正に行われるよう定めるものであり（条例第 10 条第１項）、また、各実

施機関が公文書の管理に関する定め（以下「公文書管理規則」という。）を設け

るに当たって参酌すべきものである（条例第 11 条第１項）。 

この公文書管理指針においては、Ⅰ（公文書管理規則に基づく公文書の適正

管理）の第１（総則）から第 10（補則）までのそれぞれの冒頭で、公文書管理

規則に設けられることが望ましい規定例を示し、当該規定の趣旨及び意義、当

該規定に基づく公文書管理の実務上の留意点等を示す。 

各実施機関においては、公文書管理規則を設けるに当たって、公文書管理指

針を参酌するとともに、各実施機関それぞれの業務内容、取り扱う文書の性格、

組織体制等を考慮し、当該実施機関における文書管理の実効性を確保する必要

がある。 

また、Ⅱ（文書事務の電子化の推進）においては、公文書管理のあり方検討

委員会において今後取り組むべきとされた公文書管理の電子化という課題を示

し、今後の取組を推進するための足がかりとする。 

 

目次 

Ⅰ 公文書管理規則に基づく公文書の適正管理 

第１ 総則 

第２ 管理体制 

第３ 文書の作成 

第４ 公文書の整理 

第５ 公文書の保存 

別 紙 
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第６ 公文書ファイル管理簿 

第７ 移管、廃棄又は保存期間の延長 

第８ 点検・監査及び管理状況の報告等 

第９ 研修 

第 10 補則 

 

Ⅱ 文書事務の電子化の推進 

第１ 保有文書情報の電子的管理 

第２ 決裁手続の電子化の推進 

第３ 保存文書の電子化の推進 
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Ⅰ 公文書管理規則に基づく公文書の適正管理 

 

第１ 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、公文書等の管理に関する条例（令和元年兵庫県条例第

10 号。以下「条例」という。）第 11 条第１項の規定に基づき、○○○○に

おける公文書の管理について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定

めるとおりとする。 

(1) 公文書 ○○○○の職員が職務上作成し、又は取得した文書（図画及

び写真（文書、図画及び写真を撮影したマイクロフィルムを含む。）並び

に電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。以下同じ。）

であって、○○○○の職員が組織的に用いるものとして、○○が保有し

ているものをいう。ただし、条例第２条第３項各号に掲げるものを除く。 

(2) 公文書ファイル等 ○○○○における能率的な事務又は事業の処理及

び公文書の適切な保存に資するよう、相互に密接な関連を有する公文書

を一の集合物にまとめたもの（以下「公文書ファイル」という。）及び単

独で管理している公文書をいう。 

(3) 公文書ファイル管理簿 ○○○○における公文書ファイル等の管理を

適切に行うために、公文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期

間の満了する日、保存期間が満了したときの措置及び保存場所その他の

必要な事項を記載した帳簿をいう。 

(4) 文書管理システム 電子計算機を利用して、文書等の収受、起案、決

裁、保存、廃棄その他文書管理に関する事務の処理を行うためのシステ

ムで企画県民部管理局文書課長（以下「文書課長」という。）が管理する

ものをいう。 

 

１ 趣旨 

公文書管理規則は、条例第 11 条第１項の規定に基づき、実施機関におけ

る公文書の管理について必要な事項を定めるものである。 

 

２ 定義 

(1) 公文書管理規則においては、条例第２条第３項（条例における「公文書」
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の定義）を元に、各実施機関における「公文書」の範囲が明らかになるよ

う「公文書」の用語について定義を定めるほか、必要に応じて、「公文書

ファイル等」、「公文書ファイル管理簿」、「文書管理システム」等の用語に

ついて定義を定めるものとする。 

(2) 条例第２条第３項の「公文書」の定義は、職員が職務上作成し、「組織

的に用いるものとして実施機関が保有するもの」であり、情報公開条例（平

成 12 年兵庫県条例第６号）第１条の「公文書」と同じである。すなわち、

職員が職務上作成した文書がすべて「公文書」になるわけではないが、職

員が作成した文書が「組織的に用いるもの」となれば「公文書」に該当す

ることとなる（組織共用性）。 

(3) どのような文書が「組織的に用いるもの」として公文書に該当するかに

ついては、文書の作成又は取得の状況、当該文書の利用の状況、その保存

又は廃棄の状況などを総合的に考慮して実質的に判断すべきことと解さ

れており、公文書管理・情報公開制度の趣旨に鑑み、「公文書」の範囲が

狭く解釈されることがあってはならない。 

【参考 組織共用性の考え方】 

○行政文書の管理に関するガイドライン（平成 23年４月１日内閣総理大臣決定） 

第１ 総則《留意事項》 平成 29 年 12 月 26 日一部改正による追加 

どのような文書が「組織的に用いるもの」として行政文書に該当するかについて

は、文書の作成又は取得の状況、当該文書の利用の状況、その保存又は廃棄の状況

などを総合的に考慮して実質的に判断する必要がある。 

○平成 22 年 12 月７日閣議決定（内閣衆質 176 第 213 号）衆議院議員中川秀直君提出仙

谷官房長官の「私的メモ」の定義に関する再質問に対する答弁書 

一般論としては、公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）において、

どのような文書が「組織的に用いるもの」として行政文書に該当するかについては、行

政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 年法律第 42号)の場合と同様に、文

書の作成又は取得の状況、当該文書の利用の状況、その保存又は廃棄の状況などを総合

的に考慮して実質的に判断する必要があるものと考える。 

○逐条解説公文書等の管理に関する法律（第３版）宇賀克也 

組織共用文書の判断基準は、アメリカの連邦情報自由法（ＦＯＩＡ）の対象記録の判

断基準である「管理テスト（control test）とほぼ同一である。すなわち、職員個人の

便宜のために作成または取得したものか、上司の指揮等の下に作成または取得したか、

もっぱら職員個人の利用に供されるにとどまっているか、他の職員や国民にも配布・回

覧されたか、職員が個人的に管理し廃棄も個人でなしえる状況にあったか、組織の共用

の書庫、サーバ等で保存され、職員個人の判断のみでは廃棄できない管理体制にあった

か等を総合的に判断することになる。 
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３ 公文書性と保存の必要性 

(1) 文書が課内協議などを経て「組織共用性」を備え、「公文書」に該当する

状態になったとしても、後々に「意思決定に至る過程」を跡付け、又は検証

するという公文書としての役割（条例第４条）を果たし得ないようなものは、

どの程度保存しておくべきなのか。 

(2) 組織的検討が加えられた文書については、検討を重ねる中で整理され、部

外者が見てもわかりやすくなり、関連資料まで含めて公文書又は公文書ファ

イルとして保存されることになる。 

(3) しかし、そのような検討が重ねられることなく、未熟な内容のまま、その

後の意思決定に直接影響を及ぼすこともなく役割を終える文書ついては、た

とえ形式的に公文書に該当するとしても、残しておく意味がないし、そのよ

うなものまで全て残しておくことは物理的にできないというのが現状であ

る。 

(4) したがって、形式的には「公文書」に該当するとしても、「公文書」とし

ての役割を果たし得ないようなものについては、保存期間１年未満として適

宜廃棄すべきである。 

(5) この際、「公文書」としての役割を果たし得るかどうかについて恣意的に

解し、安易に保存期間１年未満とすることが許されないのはもちろんである

（第４（公文書の整理）－６（保存期間の設定）参照）。 
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第２ 管理体制 

（総括文書管理者） 

第３条 ○○○○に総括文書管理者１名を置く。 

２ 総括文書管理者は、○○○○局長をもって充てる。 

３ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 公文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の調製 

(2) 公文書の管理に関する必要な改善措置の実施 

(3) 公文書の管理に関する研修の実施 

(4) 組織の新設・改正・廃止に伴う必要な措置 

(5) 公文書ファイル保存要領その他この規則の施行に関し必要な細則の整

備 

(6) その他公文書の管理に関する事務の総括 

 

（副総括文書管理者） 

第４条 ○○○○に副総括文書管理者１名を置く。 

２ 副総括文書管理者は、○○○○課長をもって充てる。 

３ 副総括文書管理者は、前条第３項各号に掲げる事務について総括文書管

理者を補佐するものとする。 

 

（文書管理者） 

第５条  所掌事務に関する公文書管理の実施責任者として、本庁の課室又は

地方機関の別に定める組織ごとに文書管理者を置く。 

２ 文書管理者は、前項の組織の長をもって充てる。 

３ 文書管理者は、その管理する公文書について、次に掲げる事務を行うも

のとする。 

(1) 保存 

(2) 保存期間が満了したときの措置の設定 

(3) 公文書ファイル管理簿への記載 

(4) 移管又は廃棄（移管・廃棄簿への記載を含む。）等 

(5) 管理状況の点検等 

(6) 文書の作成、公文書の整理その他公文書の管理に関する職員の指導等 

 

（文書取扱者） 

第６条 文書管理者は、副課長又は公文書の管理を担当する班長又は主幹の

うちから、文書管理者の事務を補佐する者として、文書取扱者を指名する

ことができる。 
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２ 文書管理者は、文書取扱者を指名したときは、速やかに総括文書管理者

にその職指名を報告しなければならない。 

 

（文書主任） 

第７条 本庁の課室又は地方機関に、文書主任を置く。 

２ 文書主任は、班長又は主幹をもって充てる。 

３ 文書主任は、その担任する事務に関し、次に掲げる事務を行う。 

(1) 文書の作成 

(2) 公文書の整理 

 

(職員の責務) 

第８条 職員は、条例の趣旨にのっとり、総括文書管理者及び文書管理者の

指示に従い、公文書を適正に管理しなければならない。 

 

 

１ 管理体制の意義 

(1) 文書の作成、公文書の整理等の公文書管理の事務は、実施機関内の組織の

所掌事務の一環として行われるものであり、適正な公文書管理を確保するた

めには、公文書管理の体制は、所掌事務に係る組織体制と一体的なものとし

て設けられる必要がある。 

(2) 旧文書管理制度（条例制定前の文書管理規則(平成 12 年兵庫県規則第 55

号。以下「旧文書管理規則」という。)その他の実施機関の規則（規程を含

む。以下同じ。）に基づく文書管理制度をいう。以下同じ。）においても本庁

各課室長を文書管理責任者とするなど、課室等ごとに文書管理を行うことを

原則としてきたし、その原則は今後も維持されるべきである。 

(3) 一方、旧文書管理制度は、実施機関全体の適正な公文書管理を確保するた

めの体制が整備されていなかったため、各課室における文書管理の状況を把

握し、必要に応じて各課室に対して助言等を行い、又は実情に見合わなくな

ったルールの見直しを図るといった機能が十分でなかった。 

(4) 新たな条例に基づく公文書管理制度においては、実施機関全体の公文書管

理に責任を持つ体制を設け、適正な制度運用を確保し、常に制度改善に向け

た取組がなされるようにする。 

 

２ 総括文書管理者 

(1) 総括文書管理者は、実施機関ごとに設置する。 

(2) 総括文書管理者は、当該実施機関の組織全体を総括する立場で文書管理に
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当たる者として適当と判断される者を充てる。 

(3) 知事部局においては、企画県民部管理局長を充てる。 

(4) 総括文書管理者は、当該実施機関における公文書管理を総括する立場から、

公文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の調製、公文書の管理に関する必要

な改善措置の実施、公文書の管理に関する研修の実施、組織の新設・改正・

廃止に伴う必要な措置その他この規則の施行に関し必要となる細則の整備

等を行う。 

 

３ 副総括文書管理者 

(1) 実施機関の組織が知事部局程度の階層構造を有する場合には、総括文書管

理者を補佐する職として副総括文書管理者を置くことが望ましい。 

(2) 副総括文書管理者には、当該実施機関における文書管理を所掌する課室長

を充てることを原則とする。 

(3) 知事部局においては、企画県民部管理局文書課長を充てる。 

 

４ 文書管理者 

(1) 文書管理に関する責任の所在を明確にし、適正な文書管理を確保するため、

文書管理の実施責任者として、文書管理者を位置付ける。 

(2) 文書管理者には、各実施機関の本庁組織においては各課室長を充て、各実

施機関の地方機関においては当該地方機関の長を充てることを原則とする。

ただし、組織の規模、業務内容、個人情報保護に関する管理体制、情報セキ

ュリティ対策に関する体制、執務室の状況等を踏まえ、任務を適切に果たし

得る職員を総括文書管理者が指名することとしてもよい。 

(3) 知事部局においては、次のア又はイに掲げる組織の区分に応じ、それぞれ

ア又はイに掲げる者を充てる。旧文書管理規則における「文書管理責任者」

に相当する。 

ア 本庁（行政組織規則第２章の本庁） 工事検査室長、課長及び室長 

イ 地方機関（次に掲げる組織） 地方機関の長 

(ｱ) 県民局及び県民センター以外の地方機関 

(ｲ) 県民局及び県民センターの室、事務所、消費生活センター、新温泉健

康福祉事務所、但馬水産事務所、普及指導センター、土地改良事務所、

土地改良センター及び六甲治山事務所 

 

５ 文書取扱者 

(1) 文書管理者は、文書の作成、正確性の確保、保存等の文書管理の各段階で

生じる文書管理者による確認等の事務を効率的に実施するため、文書管理者
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を実務的に補佐するものとして、文書取扱者を指名することができる。 

(2) 文書管理者による確認の趣旨を適切に実現する観点から、確認すべき公文

書の内容を把握し得る副課長又は公文書管理を担当する班長若しくは主幹

を指名する。旧文書管理規則における「文書取扱責任者」に相当する。 

 

６ 文書主任 

(1) 文書主任は、その担任する事務に関し、文書の作成及び公文書の整理を行

う。旧文書管理規則における「文書主任」に相当する。 

(2) 公文書の整理とは、公文書ファイル等について、名称を付し、保存期間及

び保存期間が満了する日を設定し、課室の公文書分類基準に照らして、その

公文書ファイル等がどの分類区分に属するのかを設定することである。 

 

７ 職員の責務 

(1) ２から６までの職に該当するとしないとにかかわらず、全ての職員が、条

例の趣旨にのっとり、公文書を適正に管理しなければならないことは当然で

ある。 

(2) 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 29 条においては、法令や職務

上の義務に違反したり職務を怠った場合の懲戒処分について規定されてお

り、また、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 258 条において、公用文書等毀

棄罪が規定されている。 

 

  



10 
 

第３ 文書の作成等 

（文書主義の原則） 

第９条 職員は、事案の処理に当たっては、条例第４条の定めるところに従い、

処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成してこれを行わ

なければならない。 

２ 職員は、緊急に処理する必要がある事案について文書を作成することなく

事案を処理したときは、事後に事案の処理に係る文書を作成しなければなら

ない。 

 

（標準事務に係る文書の作成） 

第10条 職員は、別表第１に掲げる事務（以下「標準事務」という。）につい

ては、標準事務の区分に応じ、同表に定める公文書の類型を参酌して、文書

を作成しなければならない。 

 

（適切かつ効率的な文書の作成） 

第11条 職員は、文書の作成に当たっては、その内容について、複数の職員に

よる確認を経る等文書の正確性を確保するよう努めなければならない。 

２ 職員は、文書の作成に当たっては、常用漢字表（平成22年内閣告示第２号）、

現代仮名遣い（昭和61年内閣告示第１号）、送り仮名の付け方（昭和48年内

閣告示第２号）、外来語の表記（平成３年内閣告示第２号）その他の総括文

書管理者が示す基準に従い、分かりやすい用字用語で的確かつ簡潔に記載し

なければならない。 

３ 総括文書管理者及び文書管理者は、文書の作成に当たって反復利用が可能

な様式、資料等の情報を職員の利用に供する等の方法により、職員が適切か

つ効率的な文書の作成に資するよう努めなければならない。 

 

（文書の取得） 

第12条 文書主任は、職員が職務上取得した文書について、紙の文書への受領

印の押印、電磁的記録である文書の文書管理システムへの登録その他の方法

により、当該文書の受領の処理をしなければならない。ただし、公文書とし

て管理する必要がないことが明らかな文書及び受領した日付を後日検証す

る必要が生じないと認められる文書については、この限りでない。 

 

 

１ 文書主義の原則 

(1) 旧文書管理規則では、「事案の処理に当たって最終的な意思の決定を受け
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る場合」の職員の文書作成義務が定められているが、最終的な意思の決定に

至るまでに繰り返される会議、協議、説明等に係る文書について作成義務が

課されているわけではない。 

しかし、実務においては、従来から、最終的な意思の決定を受ける決裁文

書だけではなく、会議、協議、説明等に係る文書が作成されており、これら

の文書は、意思の形成過程で必要な文書（以下「意思形成過程文書」という。）

として職員により作成されているものである。 

(2) すなわち、旧文書管理規則は、決裁文書というフォーマルな文書を主な対

象として定められており、そこに至るまでの過程で作成される意思形成過程

文書については、それが公文書として作成されるべくして作成される文書な

のかどうかという法的位置付けを明らかにしていなかった。 

(3) 条例第４条は、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、①当該実

施機関における経緯も含めた意思決定に至る過程及び②当該実施機関の事

務・事業の実績について、これらを跡付け、又は検証することができるよう

文書の作成を義務付けている。 

(4) 「意思決定に至る過程」を残すということは、意思決定に至る過程におい

て重要である交渉記録、会議録等を保存するということであり、例えば、複

数の案が検討されたのであれば、複数の案から１つの案の採用に至る議論の

過程がわかるように協議資料や会議録を保存するということである。 

(5) 条例の施行後は、従前から実務的必要性ゆえに作成されてきた意思形成過

程文書は、条例に基づき作成されるべき文書ということになるし、仮に事案

の処理において意思形成過程文書を作成せずに事案の処理をしてきたケー

スがあるとすれば、条例施行後の事案の処理に当たっては、意思形成過程文

書を作成しなければならないことになる。 

(6) また、「事務及び事業の実績」に関する文書の作成については、許認可事

務、福祉給付事務、相談事務、補助金事業、公共事業等、県の機関の諸活動

の成果としてこれらの事務又は事業の実績を適当と認める段階で文書化す

ることである。 

(7) 文書作成義務に基づき作成された文書は、｢公文書｣として管理されるべき

である。 

(8) 「処理に係る事案が軽微なものである場合」は、条例の目的を踏まえ、厳

格かつ限定的に解される必要がある。すなわち、①事後に確認が必要とされ

るものではないこと、②文書を作成しなくとも職務上支障が生じないこと、

③当該事案が歴史的価値を有さないような場合であること、④当該事案が政

策判断や国民の権利義務に影響を及ぼすような場合でないことに該当する

必要があり、例えば、所掌事務に関する単なる照会に対する応答、内部にお
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ける日常的業務の連絡・打合せなどが考えられる。 

(9) 職員が自己の執務の便宜のために保有している写し、職員が起案の下書き

をしている段階のメモ等は、組織共用性を有しないために公文書には当たら

ない。原本である公文書との紛れの防止、ストックレス等の観点から、この

ような個人的な執務の参考資料の保有は必要最小限のものとすべきである。 

(10) 職員個人のメモとして保管されている文書であっても、その文書が実施機

関の政策に関わる重要な文書となり、これを組織的に用いる必要が生ずる場

合はあり得る。そのような場合には、これを改めて公文書として管理すべき

である。 

(11) 通知、照会、連絡等を電子メールで行った場合等、電子メールの内容を公

文書として管理する必要がある場合には、当該電子メールの内容を適切な媒

体により公文書として適切に保存することが必要である。 

 

２ 標準事務に係る文書の作成 

(1) 条例第４条各号により文書の作成が義務付けられている事項その他の各

実施機関に共通する事務については、別表第１において当該事務のプロセス

に係る文書を類型化している。各実施機関においては、この別表第１に、各

実施機関の事務及び事業の性質、内容等に応じた当該実施機関を通じた事務

を適宜追加するなどして、公文書管理規則の別表（標準事務に係る文書類型

を定める表）を定めることが適切である。 

(2) 職員は、標準事務については、当該事務の経緯に応じ、同表の公文書の類

型を参酌して、文書を作成しなければならない。 

 

３ 適切かつ効率的な文書の作成 

(1) 公文書の作成に当たっては、その内容の正確性を確保するため、原則とし

て、決裁、供覧等を通じて複数の職員による確認を経た上で、文書管理者が

確認する。 

(2) 総括文書管理者が示す公文書の作成に当たって職員が従うべき基準は、次

のとおりとする。 

ア 常用漢字表（平成 22 年内閣告示第２号） 

イ 現代仮名遣い（昭和 61 年内閣告示第１号） 

ウ 送り仮名の付け方（昭和 48 年内閣告示第２号） 

エ 外来語の表記（平成３年内閣告示第２号） 

オ 公用文における漢字使用等について（平成 22 年内閣訓令第１号） 

カ 法令における漢字使用等について（平成 22 年 11 月 30 日内閣法制局長

官決定） 
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キ アからカまでに掲げるもののほか、総括文書管理者が定める基準 

(3) 文書の作成に当たって反復利用が可能な様式、資料等については、電子掲

示板に掲示して職員の利用に供する等、職員が適切かつ効率的な文書の作成

をすることができるよう、総括文書管理者又は文書管理者が必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

 

 

４ 文書の取得 

(1) 公文書の要件である文書の取得の時点は、実施機関の職員が実質的に取得

した時点であり、必ずしも、受領印の押印、文書管理システムへの登録等の

手続的な要件を満たした段階ではない。 

(2) しかし、適正な行政手続及び公文書管理を確保するためには、取得した文

書については、受領印の押印、文書管理システムへの登録等の受付手続によ

り、実質的に取得した日付及び取得した時点における文書管理者を後日確認

できるようにしておく必要がある。 

(3) 文書の受付手続は、実質的な取得と同時に、又はできる限り近接した時

にとられることが望ましく、かつ、一定の責任を持って行われるべきことか

ら、文書主任の義務とする。 

(4) なお、例えば催事の案内、軽易な内容の通知、普及啓発用の頒布文書等、

公文書として管理する必要がないことが明らかな文書及び受領した日付を

後日確認する必要が生じないと認められる文書については、上記の原則を及

ぼす必要はない。 
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第４ 公文書の整理 

（公文書ファイル） 

第13条 文書管理者は、単独で管理することが適当であると認める公文書を除

き、適時に、相互に密接な関連を有する公文書を公文書ファイルにまとめな

ければならない。 

 

（公文書の分類） 

第14条 文書管理者は、所掌事務の性質、内容等に応じて、その管理する公文

書ファイル等の分類に関する基準（以下「公文書分類基準」という。）を定

め、公文書分類基準に従い、公文書ファイル等を分類しなければならない。 

２ 文書管理者は、公文書分類基準を定め、又は変更したときは、総括文書管

理者に報告しなければならない。 

 

（名称及び保存期間の設定） 

第15条 文書管理者は、公文書ファイル等に分かりやすい名称を付し、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところにより、公文書ファイル等

に保存期間を設定しなければならない。 

(1) 標準事務に係る公文書ファイル等 別表第１に定める保存期間の設定

基準に従うこと。 

(2) 標準事務以外の事務に係る公文書ファイル等 別表第２に定める保存

期間の設定基準を参酌すること。 

２ 文書管理者は、次に掲げる公文書については、１年以上の保存期間を設定

しなければならない。 

(1) 実施機関における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該実施機

関の事務及び事業の実績を跡付け、又は検証するために必要であると認め

られる公文書 

(2) 条例第５条第５項の規定により保存期間満了後に一般の利用に供する

ための歴史資料として保存すべき公文書 

３ 公文書ファイル等の保存期間の起算日は、公文書ファイル等を作成し、又

は取得した日（以下「文書作成取得日」という。）の属する年度の翌年度の

４月１日とする。ただし、文書作成取得日から１年以内の日であって４月１

日以外の日を起算日とすることが公文書の適切な管理に資すると文書管理

者が認める場合にあっては、その日とする。 

 

 

１ 公文書の分類の意義 
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(1) 文書を適切に分類することは、担当職務の遂行、公文書公開請求への対応

等において、対象文書を効率的に検索することを可能にし、これが事務効率

を高めることはもちろんである。公文書の適切な分類がなされなければ、職

員の思考の整理と事務の整理、職員間での必要な情報の共有、有効な情報の

活用等を図ることができず、最適な意思決定も望めない。 

(2) さらに、今後の庁舎再編、文書事務及び保存文書のデジタル化の推進、こ

れらによって期待されるペーパーレス、省スペース等、県行政の効率的な推

進のためには、公文書が適切に分類整理されていることは、必要不可欠な前

提条件となる。 

(3) 公文書の分類については、旧文書管理制度においても、職員が作成し、又

は取得した文書は、文書取扱責任者（各課室の庶務を担当する班長等）が定

める分類基準に従い分類することとされてきた。 

(4) しかし、この分類基準に従って一の公文書ごとにすべて文書管理システム

に登録するという原則は、必ずしも決裁を経ないで使用される会議資料、実

務的に文書番号を採る必要のない決裁文書等にまで徹底することができな

かったため、結果的に、文書管理システムに登録されず、分類基準が不明確

な紙文書のファイルが多く存在する状態が生じてしまった。 

(5) また、総務事務、税、福祉、債権管理、公物管理等の各分野におけるシス

テムの整備も進んだため、全ての公文書を文書管理システムにより分類する

という原則は、実情に即さなくなっている。 

(6) そこで、条例制定を機に、これらの反省点や現状を踏まえ、文書管理者は、

紙・電磁的記録という媒体の種別や使用するシステムの別を問わず全ての文

書が、共通の分類基準によって整理されるよう、分類基準を設定することと

するものである。文書管理者は、その担任する事務及び事業の性質、内容等

に応じて、その管理する公文書ファイル等に係る公文書分類基準を定め、こ

れに基づいて公文書ファイル等を分類しなければならない。 

(7) 公文書分類基準は、各課室における公文書が、どのような分類体系に従っ

て管理されているかを示すものであり、職員にとっても公文書の検索がしや

すく、業務の効率化に寄与するものである。紙文書ファイルを収納する書

架・ロッカーの配置や、電子文書の共有フォルダ等も、この分類基準によっ

て整理されることが望ましい。 

 

２ 公文書分類基準 

(1) 公文書分類基準は、大中小の三段階の分類とし、課室の所掌事務（行政組

織規則、部の事務概要等）、班構成（各課室事務分掌表）、現行文書管理シス

テムの分類体系等を参考に大分類及び中分類を定め、個別の公文書ファイル
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の名称が小分類となる。この点においては、知事部局においては、旧文書管

理規則に基づく公文書管理の分類ルール（文書等の分類、整理等に関する要

綱）と同じであり、文書管理システム上で設定されている既存の分類基準が

参考になる。 

 

【例：文書課における文書分類（抜粋）】 

（大分類）    （中分類） 

財務（共通）  経理（共通） 

決算・監査（共通） 

財産（共通） 

予算（共通） 

公文書管理   文書庫 

文書管理システム 

公文書管理委員会 

印刷室     印刷室 

文書収受発送  文書収受発送 

法令審査・整備 法制審議会 

県法規集・法規データベース 

訟務      訴訟 

不服申立て 

弁護士制度 

兵庫県弁護士会 

公益法人    認定、認可等 

公益認定等委員会 

検査 

宗教法人    規則認証 

備付書類 

証明事務 

 

(2) 文書の作成段階においては、職員は、自ら現物の文書を確認しながら、ま

ず、相互に密接な関連を有する公文書を一の集合物(公文書ファイル)にまと

め、これを小分類とし、公文書分類基準のいずれかに分類する。 

特定の課題に対応する場合において、あらかじめ定めた公文書分類基準の

いずれかに収まりきらない分類を設ける必要がある場合には、新たな分類を

設けてもよいが、類似の分類を無闇に増やすことを避けるため、「○○年度

特定課題」等の分類を設けておき、事案の処理が進んだ段階で、改めて本来
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の分類を判断する運用も考えられる。本来であれば、「特定課題」のような

内容の推測ができない抽象的な分類は設けるべきでないが、流動的な案件に

係る暫定的な文書の区分を設け、一時的にそこに分類しておくという運用で

ある。 

(3) 組織としての文書の検索性を高めるために、各職員ごとに文書を保存する

のではなく、組織内の文書の共有化を図るとともに、分類の配列（公文書フ

ァイル管理簿への記載順序やファイリングキャビネットの中の並べ方等）を

工夫することが望ましい。 

 

３ 公文書ファイル（小分類）のファイリング方法 

(1) 「公文書ファイル」は、迅速な所在検索や効率的な整理・保存の観点から、

年度ごとにまとめることを原則とする。ただし、これにより難い場合は、そ

の他の期間（暦年、事業年度、事業の始まりから終わりまで等）でまとめる

ことができる。 

(2) 一つの公文書ファイルは、必ずしも一つのファイリング用具に格納されて

いるわけではない。一つの公文書ファイルを複数のファイリング用具を用い

てまとめる場合は、その個数を適切に管理し、背表紙に分冊表示（1/3、2/3、

3/3 等）する。 

(3) また、複数の公文書ファイルを一つのファイリング用具に格納する場合は、

公文書ファイルごとに区分けするなどして、明確に識別できるようにしてお

く。 

(4) ファイル化の方式は、｢公文書ファイル」にまとめるタイミングにより、

以下のとおり「随時ファイル方式」と「事案完結時ファイル方式」とに大別

される。 

ア 随時ファイル方式（文書を作成し、又は取得した段階で随時ファイル化

する方式） 

職員が担当事務に係る文書を自ら直ちに分類するもので、公文書ファイ

ル（小分類）名、作成年度、保存期間及び保存期間の満了する日、どの分

類に属するかの情報等をあらかじめ記載したファイリング用具に、個々の

公文書を随時格納することによりファイル化する。文書管理システムにお

いては、個々の電子文書が、分類の名称、保存期間及び保存期間の満了す

る日等の情報とともに同システムに登録され、その小分類が１ファイルと

見なされることになるが、これもこの方式に該当する。 

迅速な所在検索や効率的な整理・保存の観点から、本方式の方が望まし

い。 

イ  事案完結時ファイル方式 
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一定の事案処理が完結した段階でファイル化する方式である。 

(ｱ) 個々の公文書に名称、保存期間、保存期間の満了する日を設定する。

たとえば、紙文書については、作成文書に、件名を付し、ヘッダーに保

存期間及び保存期間の満了する日を記入し、取得文書については、保存

期間及び保存期間の満了する日を記載したラベルを貼付するなどであ

り、電子文書については、作成又は取得の段階で文書管理システムに登

録する。 

(ｲ) 一定の事案処理が完結した後、相互に密接な関連を有する公文書につ

いて、紙文書の場合はファイリング用具により、電子文書の場合は文書

管理システムにより、一の集合物（公文書ファイル）にまとめる。その

際に改めて公文書ファイルとしての名称、保存期間及び保存期間の満了

する日を設定する。 

(ｳ) 公文書ファイルは、(ｱ)で設定した保存期間が同じ文書でまとめられ

ることが望ましい。事案完結後５年保存のファイルに、事案完結後 30

年保存の文書を綴じることを禁ずるものではないが、ファイルの保存期

間の満了とともに30年保存文書が廃棄されることはあってはならない。 

(ｴ) また、事案処理の完結により、公文書ファイルにまとめられることな

く、「単独で管理することが適当であると認める公文書」となる場合が

あり得る。 

 

４ 名称の設定 

公文書ファイル等の名称の設定については、当該公文書ファイル等の内容を

端的に示すような、分かりやすい名称とする。 

(1) 大分類及び中分類の名称と合わせ読めば、公文書ファイルや当該公文書フ

ァイルに含まれる公文書を容易に検索することができるよう端的に記載す

る。 

（例：「第○回会議配付資料」（大分類「公文書管理」、中分類「公文書管理

委員会」） 

(2) 特定の担当者にしか分からない表現・用語（略称、業界用語等）は使用せ

ず、具体的なプロジェクト名や地域名を盛り込むなどして、他の職員や一般

県民にも容易に理解できる表現・用語とする。 

（適切でない例：「○○市協議案件」「ＴＭ会議配付資料」「Ｙ氏苦情案件」） 

(3) あまり意味をもたない用語はできる限り用いない。 

（例：「～文書」、｢～書類｣、｢～ファイル｣､｢～綴」、「～雑件」、「～関係資

料」、「その他～」） 
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５ 保存期間の設定基準 

(1) 別表第１においては、標準事務に係る文書の類型について、その業務の区

分及び文書の具体例並びにこれに対応する保存期間の設定基準を示してい

る。 

(2) 各実施機関においては、必要に応じ、その事務及び事業の性質、内容等に

応じた当該実施機関における保存期間の設定基準を追加して、公文書管理規

則の別表（保存期間の設定基準を定める表）とする。 

(3) 文書管理者は、当該実施機関における標準事務に係る公文書ファイル等に

ついては、公文書管理規則の別表（保存期間の設定基準を定める表）に従い、

標準事務以外の事務に係る公文書ファイル等についてはこれを参酌し、当該

文書管理者が管理する公文書ファイル等について、保存期間を設定する。 

(4) 別表第２は、旧文書管理規則別表に定められていた保存期間の設定基準の

うち、標準事務に係る文書として別表第１に掲げた文書以外の文書の類型を

掲げている。実施機関は、必要に応じ、別表第２を参酌して、標準事務以外

の事務に係る文書の保存期間の設定基準を定めることが適当である。 

 

６ 保存期間の設定 

(1) 文書管理者は、次に掲げる公文書については、１年以上の保存期間を設定

しなければならない。 

ア  実施機関における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該実施機

関の事務及び事業の実績を跡付け、又は検証するために必要であると認め

られる公文書 

イ 保存期間満了後に一般の利用に供するための歴史資料として保存すべ

き公文書 

(2) 保存期間を１年未満とすることができる文書の類型は、概ね次のとおりで

ある。 

ア 別途、正本・原本が管理されている公文書の写し 

イ 定型的・日常的な業務連絡、日程表等 

ウ 出版物や公表物を編集した文書 

エ 所掌事務に関する事実関係の問合せへの応答 

オ 明白な誤り等の客観的な正確性の観点から利用に適さなくなった文書 

カ 意思決定の途中段階で作成したもので、当該意思決定に与える影響がな

いものとして、長期間の保存を要しないと判断される文書 

キ 文書管理者において、保存期間を１年未満と設定することが適当なもの

として、業務単位で具体的に定められた文書 

(3) 例えば、趣旨を変えない程度の表現の変更、形式的な字句の修正等、意思
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決定に与える影響がなく長期間の保存を要しないと判断される文書につい

ては、「合理的な跡付けや検証に必要となる文書」に該当しない。 

(4) 「明白な誤り等の客観的な正確性の観点から利用に適さなくなった文書」

とは、例えば、日付の誤りや誤字脱字が含まれることのみを理由に修正が行

われた場合の修正前の文書、業務上の必要性を誤解して集計した資料等がこ

れに該当する。条例第４条の趣旨を踏まえ、安易に拡大して解釈されること

があってはならない。 

(5) 実施機関内の複数の部署で同じ公文書を保有する場合、責任をもって正

本・原本を管理する文書管理者が明確である場合には、正本・原本以外の写

しの文書については、その業務の必要性に 応じ、正本・原本より短い保存

期間とすることができる。 

(6) 公文書ファイル管理簿については、職員が業務に常時利用するものとして

継続的に保存すべき公文書（常用文書）であるため、別表第１のⅥ－６の項

のとおり無期限とする。 

(7) これと同様に、事案の発生や変更等に伴い、記載事項が随時、追記・更新

される台帳や、法令の制定又は改廃等に伴い、随時、追記・更新される法令

集等、職員が業務に常時利用するものとして継続的に保存すべき公文書（常

用文書）については、保存期間を無期限と設定すべきである。 

(8) これらの常用文書についても、公文書ファイル管理簿への記載が必要であ

る。保存期間欄は、「常用」、「無期限」等と記載する。 

(9) 公文書保存期間基準による保存期間の設定は、条例第５条第１項又は第３

項に基づき行うものであるため、条例の施行日（令和２年４月１日）以後に、

作成し、取得する公文書又は同日以後にまとめる公文書ファイルについて行

うべきものである。 

(10) 条例の施行前に作成し、取得した公文書又はまとめられた公文書ファイル

については、新たな保存期間の設定基準による保存期間の設定義務が及ぶも

のではないが、新旧制度による保存期間設定の整合性、適正管理等の点から、

新基準に従った保存期間に変更することが望ましい。 

 

７ 保存期間の満了する日の設定 

(1) 保存期間の満了する日は、保存期間の起算日から起算して設定する。 

(2) 保存期間の起算日は、迅速な所在検索や効率的な整理・保存の観点から、

翌年度の４月１日起算を原則とする。これにより難い場合は、その他の日を

起算日とすることができるが、文書作成取得日又はファイル作成日から１年

以内の日を設定すべきである。 

(3) 起算日及び保存期間満了日の例は、以下のとおりである。 
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【保存期間 10 年の公文書ファイルの起算日及び保存期間満了日の例】 

①原則（４月１日起算） 

   

②暦年 

 

③事業年度 

 

(4) 例えば、保存期間を「許認可等の効力が消滅する日に係る特定日以後５年」

等と設定した文書及び常用文書の保存期間の起算日及び保存期間満了日の

設定については、具体的には、以下のとおりである。 

ア 起算日は当初「未定」としておき、具体的に保存すべき期間が確定した

段階で特定日（＝起算日）を具体的に設定する。保存期間満了日について

も当初「未定」としておき、起算日が具体的に設定された段階で具体的に

設定する。 

イ 常用文書については、台帳作成日の翌日などを起算日として設定し、保

存期間満了日は常用の間は「未定」と設定する。 

 

ファイル化期間 保存期間 

2020.4.6 2021.3.12 2021.4.1 2031.3.31 

ﾌ ｧ ｲ ﾙ 化開始 ﾌｧｲﾙ化完了 ≪起算日≫ 
保存期間（10 年）

≪保存期間満了日≫ 

ファイル化期間 保存期間 

2021.1.5 2021.12.28 2022.1.1 2031.12.31 

ﾌ ｧ ｲ ﾙ 化開始 ﾌｧｲﾙ化完了≪起算日≫ ≪保存期間満了日≫ 
保存期間（10 年）

ファイル化期間 保存期間 

2020.7.1 2021.6.30 2021.7.1 2031.6.30 

ﾌ ｧ ｲ ﾙ 化開始 ﾌｧｲﾙ化完了 ≪起算日≫ ≪保存期間満了日≫ 
保存期間（10 年）
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８ 公文書ファイル管理簿への記載 

文書管理者は年度末の時点で保有している公文書ファイル等の現況が条例

及び公文書管理規則に従い正確に公文書ファイル管理簿の様式に記載されて

いるかを確認し、その内容を確定する。 
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第５ 公文書の保存 

（公文書の保存） 

第16条 文書管理者は、その管理する公文書ファイル等について、保存場所及

び記録媒体を明らかにしなければならない。 

２ 文書管理者は、公文書ファイル等を良好な状態で保存するため、公文書フ

ァイル等の保存場所及び記録媒体を適切に見直すよう努めなければならな

い。 

 

１ 公文書の保存場所及び記録媒体 

文書管理者は、その管理する公文書ファイル等が、どの場所でどのような記

録媒体により保存されているかを常に把握しておかなければならない。 

たとえば、令和元年度現在において、文書課長が管理する公文書の保存場所

及び記録媒体は次のとおりであり、これらの情報は公文書ファイル管理簿に記

載されることになる。 

記録媒体 保存場所 

紙文書 文書課執務室 

郵便集配室（１号館１階） 

公館事務室 

全庁共用文書庫（議会棟地下階） 

電子文書 文書管理システム 文書管理システムサーバ 

総務事務システム 総務事務システムサーバ 

公益法人システム 公益法人システムサーバ（内閣府） 

保存場所及び記録媒体の情報は、公文書ファイル管理簿によって県民に公表

されるが、これらの公文書を利用して日常的に事務を行い、公文書公開請求へ

の対応等の公文書管理を行うのは職員である。 

したがって、職員が文書の所在を正確に特定することができる記載が必要であ

り、かつ、そのような記載で十分である。 

２ 紙文書の保存場所・方法 

(1) 紙文書である公文書ファイル等については、ドッチファイル等のファイリ

ング用具にその名称、分類、保存期間及び保存期間が満了する日等の情報を

記載した背表紙を貼付する等の措置を講じなければならない。 

(2) 執務室内に共通の背表紙のあるファイルがどれだけあり、背表紙を表示し

きれない未整理な案件や職員個人保有のファイルがどれだけあるのかを識

別できるようにしておく（「見える化」しておく）ことが、今後の庁舎再編、

紙文書の削減、フリーアドレス等への対応に有用である。 
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(3) 一般的に、公文書ファイル等の利用頻度は、作成・取得をしてからの時の

経過に伴い減少する。このため、作成・取得から一定期間が経過した公文書

ファイル等については、原則として各課執務室から全庁共用文書庫に移動す

るようにすべきである。 

(4) 旧文書管理規則においては、保存期間の２年目以降については、原則とし

て文書課が管理する全庁共用文書庫に引き継ぐことを原則としていたが、新

たな制度においては、一律に全庁共用文書庫に移動することを原則とまでは

しない。 

(5) しかし、庁舎再編後においては、電子化の推進等も考慮し、執務室におけ

る紙文書の保有は必要最小限になることが予想されるため、庁舎再編に先立

って全庁共用文書庫を活用し、庁舎再編に備える必要がある。 

(6) セキュリティ上の問題から、現庁舎の全庁共通文書庫での保存には適さな

いと認められるものがあるのであれば、新たな庁舎においても、全庁共用文

書庫に替わる専用文書庫の整備、全庁共用文書庫内における特別な区画の設

置等の措置等を検討する必要があり、そのような必要性を見極めなければな

らない。 

(7) 個人的な執務の参考資料は、共用のキャビネット、書棚等には置かず、職

員各自の机の周辺のみに置くことを徹底する必要がある。将来、利用する可

能性があるとして、膨大な量の文書を個人的に所持している場合（段ボール

に梱包して机の周辺に置くなど）は、組織内の文書の共有化等を図ることに

より改善すべきである。 

 

３ 電子文書の保存場所・方法 

(1) 文書管理システム、総務事務システム等のシステムに保存されている電子

文書については、改ざん・漏えいの防止その他の適切な措置が講じられなけ

ればならない。 

(2) 令和元年度現在、知事部局等においては、各所属ごとに共有フォルダが設

けられ、文書事務の効率化が図られている。フォルダ内における文書分類に

ついても、公文書分類基準に準ずることが効率的である。 

(3) 現行の共有フォルダは、作業用のフォルダであり、ここに保存されている

データのほとんどは、いずれ紙の公文書となるものの原稿データである。そ

のようなものであっても、組織的な検討、内容確認等を経ている文書であれ

ば、「公文書」である。事案の検討等の進捗を的確に反映し、整理すべきで

ある。 

(4) 職員個人の検討段階のドラフト文書、個人的な執務の参考資料等について

は、個人用フォルダに保存し、共有フォルダに保存することがないようにし
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なければならない。 

(5) 意思決定過程や事務及び事業の実績の合理的な跡付けや検証に必要とな

る公文書に該当する電子メールについては、保存責任者を明確にする観点か

ら、紙に出力して保存するか、共有フォルダ等に移して保存する必要がある。 
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第６ 公文書ファイル管理簿 

（公文書ファイル管理簿の調製及び公表） 

第 17 条 総括文書管理者は、その管理する公文書ファイル等に係る次に掲げ

る事項を記載した公文書ファイル管理簿を調製しなければならない。 

(1) 分類 

(2) 名称 

(3) 保存期間 

(4) 保存期間の満了する日 

(5) 保存期間が満了したときの措置 

(6) 保存場所 

(7) 単独で管理する公文書にあっては文書作成取得日、公文書ファイル等に

あってはファイル作成日の属する年度その他これに準ずる期間 

(8) (7)の日における文書管理者 

(9) 保存期間の起算日 

(10) 媒体の種別 

(11) 公文書ファイル等に係る文書管理者 

２ 公文書ファイル管理簿は、本庁の事務所に備えて一般の閲覧に供するとと

もに、インターネットで公表しなければならない。 

 

（公文書ファイル管理簿への記載） 

第 18 条 文書管理者は、少なくとも毎年度一回、管理する公文書ファイル等

（保存期間が１年以上のものに限る。）の現況について、前条第１項各号に

掲げる事項を公文書ファイル管理簿に記載しなければならない。 

２ 前項の事項の記載に当たっては、当該事項の全部又は一部が情報公開条例

（平成 11 年兵庫県条例第６号）第６条に規定する非公開情報（第７の２(4)

において「非公開情報」という。）に該当する場合には、当該非公開情報を

明示しないようにしなければならない。 

３ 文書管理者は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、条例第８

条の規定により一般の利用に供するための歴史資料としての保存の措置を

講じ、又は廃棄したときは、当該公文書ファイル等に関する公文書ファイル

管理簿の記載を削除するとともに、その名称、移管日又は廃棄日等について、

総括文書管理者が調製した移管・廃棄簿に記載しなければならない。 

 

 

１ 公文書ファイル管理簿の意義と機能 

(1) 公文書ファイル管理簿は、条例第１条に定めるとおり、「県の諸活動に関
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する公文書等が県民共有の財産であり、公文書等の適正な管理が情報公開の

基盤である」との認識の下に作成されるべきツールであるとともに、職員が

適正かつ効率的に業務を行うための管理ツールとして調製するものである。 

(2) 公文書ファイル管理簿の主な機能は、次のとおりである。 

ア 保有公文書情報に関する県民と県との情報共有化ツール 

イ 公文書の作成・取得から廃棄等までの現況の管理ツール 

ウ 意思決定の判断材料である情報の検索データベース 

エ 公文書の管理状況の検証ツール 

オ 歴史的文書とすべき予定又は廃棄予定に関するデータベース 

 

２ 公文書ファイル管理簿の調製・公表 

(1) 総括文書管理者は、当該実施機関における公文書ファイル管理簿を文書管

理システム等で調製し、本庁の課室又は地方機関の事務所及びインターネッ

トで公表する。 

(2) 知事部局等の旧文書管理制度においては、情報公開制度の適正な運用に資

するため、文書管理システムに登録された文書の表題を公文書目録検索シス

テムによりインターネットで公表する措置が講じられてきたが、文書管理シ

ステムに登録されない紙文書や文書管理システム以外のシステムにより管

理されている文書が多く存在するなど体系的な保有文書情報の提供が十分

にできているとはいいがたい状態であった。 

(3) 条例に基づく公文書管理制度においては、その形態が紙文書であろうと各

種の業務システムにより保存される電子文書であろうと、その保有情報は、

一元的なシステムによって管理し、その結果、検索から漏れることがないよ

うにしなければならない。 

(4) なお、情報公開制度の運用等に際し、保有文書の公文書性が、システムへ

の登録の有無のみで判定されるようなことはあってはならないことは、いう

までもない。 

(5) また、当初は職員個人が職務上のメモとして保有している文書であっても、

その後の状況で公文書として取り扱う必要が生ずるという場合も考えられ、

そのような文書は、その時点から公文書として登録されるべきである。 

 

３ 公文書ファイル管理簿への記載 

(1) 実施機関は、条例第９条第１項により、毎年度、公文書ファイル管理簿の

記載状況について知事に報告することとされており、毎年度末時点の現況を

管理簿に記載しなければならないこととする。 

(2) 条例第７条第１項の規定に基づき、公文書ファイル等の名称等をそのまま
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記載すれば非公開情報が含まれることとなる場合には、名称を一般化公文書

ファイル管理簿に非公開情報を明示しないよう記載を適宜工夫する必要が

ある。 

（例：「○○氏カルテ」→「平成○年度初診内科カルテ」） 

 

４ 行政文書ファイル管理簿の様式例 

行政文書ファイル管理簿の様式例は、次のとおりである。 

【様式例】 

作成・取得

年度等 

分類 名 称 

(小分類) 

作成・

取得者 

起算日 保存期間 

大分類 中分類 

2020 年度 文 書 管

理 

文書収受

発送 

令和３年度宅配便・

ﾒｰﾙ便事業委託契約 

文書課 2021.4.1 ５年 

2020 年度 法務 法令審査 令和２年度法制審議

会 

文書課 2021.4.1 30 年 

2020 年度 法務 訟務 令和２年度弁護士謝

金 

文書課 2021.4.1 ５ 年 

2019 年度 法務 訟務 補助金返還請求事件 文書課 未定 事件完結

後 10 年 

2020 年度 公 益 法

人 

公益法人

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

公益法人データベー

ス 

文書課 常時使用 永年 

 

保存期間

満了日 

媒体の種別 保存場所 管理者 保存期間満

了時の措置 

備考 

2026.3.31 紙 事務室 文書課長 廃棄  

2051.3.31 紙 事務室 文書課長 歴史的文書  

2026.3.31 電子 文書管理システム 文書課長 廃棄  

未定 紙 事務室 文書課長 廃棄  

未定 電子 内閣府公益法人ｼｽﾃﾑ 文書課長 －  

＜作成・取得年度等欄＞ 

公文書については文書作成取得日の属する年度、公文書ファイルについてはファイル作

成日の属する年度を記載する。暦年、事業年度等の単位を用いて記載することもできる。 

＜分類欄及び名称欄＞ 

所在検索の手掛かりにするため、大分類、中分類、小分類の三段階の階層構造とする。

小分類は公文書ファイル等の名称とし、名称欄に当該名称を記載する。 

＜作成・取得者欄＞ 

公文書については文書作成取得日における文書管理者、公文書ファイルについてはファ



29 
 

イル作成日における文書管理者を局、部、課が分かるような役職名で記載する（個人名は

記載しない）。 

＜起算日欄＞ 

当該公文書ファイル等の保存期間の始期の年月日を記載する。 

＜保存期間欄＞ 

当該公文書ファイル等に設定された保存期間を記載する。 

公文書ファイル等の保存期間を延長する場合は、延長前の保存期間に延長分の保存期間

を加えた通算の保存期間に更新する。 

＜保存期間満了日欄＞ 

当該公文書ファイル等に設定された保存期間の満了する日を記載する。 

公文書ファイル等の保存期間を延長する場合は、延長前の保存期間満了日に延長分の保

存期間を加えた新たな保存期間満了日に更新する。 

＜媒体の種別欄＞ 

当該公文書ファイル等の保存媒体の種別（紙、電子等）を記載する。長期保存の観点等

から媒体変換を行った場合は、記載を更新する。 

＜保存場所欄＞ 

当該公文書ファイル等の所在検索の目安となる程度に「執務室」、「全庁共用文書庫」、

「文書管理システム」等の別で記載する。 

＜管理者欄＞ 

当該公文書ファイル等を現に管理している文書管理者を役職名で記載する。変更を行っ

た場合は、適切に記載を更新する。 

＜保存期間満了時の措置欄＞ 

条例第５条第５項に基づき定められた公文書ファイル等の保存期間が満了したときの

措置（歴史的文書又は廃棄）を記載する。 

＜備考欄＞ 

公文書ファイル等の保存期間を延長する場合は、備考欄に当初の保存期間満了日及び延

長期間を記載する。 

その他適宜参考となる事項、例えば、公文書ファイル等の中に未公表著作物がある場合

の開示に関する著作者の意思表示の有無等、文書管理や公文書公開事務を行う上で参考と

なる事項を記載する。  
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第７ 移管、廃棄又は保存期間の延長 

（保存期間が満了したときの措置） 

第 19 条 文書管理者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めると

ころにより、公文書ファイル等について、保存期間の満了前のできる限り早

い時期に、保存期間が満了したときの措置を定めなければならない。 

(1) 標準事務に係る公文書ファイル等 別表第１に定める設定基準に従う

こと。 

(2) 標準事務以外の事務に係る公文書ファイル等 別表第３に定める設定

基準に従うこと。 

 

（移管又は廃棄） 

第 20 条 文書管理者は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、前

条の定めに基づき、一般の利用に供するための歴史資料としての保存の措置

を講じ、又は廃棄しなければならない。 

２ 文書管理者は、保存期間１年未満の公文書ファイル等を、保存期間が満了

したものとして廃棄しようとするときは、第 14 条第２項各号に該当しない

かを確認しなければならない。 

 

（保存期間の延長） 

第 21 条 文書管理者は、次の各号に掲げる公文書ファイル等については、当

該各号に定める期間が経過する日までの間、当該公文書ファイル等を保存し

なければならない。 

(1) 現に監査、検査等の対象になっているもの 当該監査、検査等が終了す

るまでの間 

(2) 現に係属している訴訟における手続上の行為をするために必要とされ

るもの 当該訴訟が終結するまでの間 

(3) 現に係属している不服申立てにおける手続上の行為をするために必要

とされるもの 当該不服申立てに対する裁決又は決定の日の翌日から起

算して一年間 

(4) 情報公開条例第５条第１項に規定する公開請求があったもの 同条例

第 10 条第１項又は第２項に規定する公開決定又は非公開決定（条例第 11

条第３項又は第 12 条第３項の規定により非公開決定があったものとみな

される場合を含む。）の日の翌日から起算して１年間 

(5) 個人情報の保護に関する条例（平成８年兵庫県条例第 24 号）第 14 条第

１項の規定による開示の請求があったもの 同条例第 20 条第１項又は第

２項に規定する開示決定又は不開示決定（同条例第 21 条第３項又は第 22
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条第３項の規定により不開示決定があったものとみなされる場合を含

む。）の日の翌日から起算して１年間 

(6) 前各号に掲げるもののほか、当該公文書について現に請求、争訟等の対

象となっているもの 当該請求、争訟等の処理に必要な期間 

 

 

１ 保存期間が満了したときの措置 

(1) 文書管理者は、標準事務に係る文書については別表第１に定める設定基準

に、標準事務以外の事務に係る文書については別表第３に定める設定基準に

従い、保存期間が満了したときの措置を定めなければならない。 

(2) 別表第３は、国ガイドライン別表第２を元に作成する。 

(3) 知事以外の実施機関における「一般の利用に供する歴史資料としての保存

の措置」の内容は次のいずれかとし、次のいずれを公文書管理規則に定める

かについては、知事と協議するものとする。 

ア 兵庫県公館県政資料館（公文書館）において一般の利用に供する歴史的

文書として知事に移管する。 

イ 実施機関において一般利用のルールを定めることとして、公文書と区分

して保存する。 

 

２ 移管又は廃棄 

文書管理者は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、一般の利用

に供する歴史資料としての保存の措置をとるか、又は廃棄しなければならない。 

 

３ 保存期間の延長 

(1) 文書管理者は、職務の遂行上必要があると認めるときは、その必要な限度

において、一定の期間を定めて当該保存期間を延長することができるが、そ

の必要性、延長する期間及び延長の理由については、的確に判断しなければ

ならない。 

(2) 職務遂行上の必要性が乏しいにもかかわらず、漫然と保存期間を延長する

ことは、適正かつ効率的な行政を推進する上で支障となるものである。 
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第８ 点検・監査及び管理状況の報告等 

（点検） 

第 22 条 文書管理者は、自ら管理責任を有する公文書の管理状況について、

少なくとも毎年度一回、点検を行い、その結果を総括文書管理者に報告しな

ければならない。 

２ 総括文書管理者は、必要があると認めるときは、公文書の管理状況につい

て監査を行うものとする。 

３ 総括文書管理者は、点検又は監査の結果等を踏まえ、公文書の管理につい

て必要な措置を講ずるものとする。 

 

（紛失等への対応） 

第 23 条 文書管理者は、公文書ファイル等の紛失及び誤廃棄が明らかとなっ

た場合は、直ちに総括文書管理者に報告しなければならない。 

２ 総括文書管理者は、前項の報告を受けたときは、速やかに被害の拡大防止

等のために必要な措置を講ずるものとする。 

 

（管理状況の報告等） 

第 24 条 総括文書管理者は、公文書ファイル管理簿の記載状況その他の公文

書の管理状況について、毎年度、知事に報告するものとする。 

 

 

１ 点検・監査 

(1) 文書管理者は、自ら管理責任を有する公文書の管理状況をチェックし改善

を図るものとする。点検時期は、年度ごとの公文書ファイル管理簿への記載、

知事への管理状況の報告の時期に合わせて行うことが効率的である。 

【点検項目の例】 

・ 作成すべき公文書が適切に作成されているか。 

・ 文書管理者は、公文書ファイル等の保存場所を的確に把握しているか。 

・ 公文書ファイル等の保存場所は適切か。 

・ 個人的な執務の参考資料は、職員各自の机の周辺のみに置かれているか。 

・ 公文書ファイル等は、識別を容易にするための措置が講じられているか。 

・ 公文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期間満了日及び保存場所等が公文書

ファイル管理簿に適切に記載されているか。 

・ 移管すべき公文書ファイル等が適切に移管されているか。 

・ 廃棄するとされた公文書ファイル等は適切に廃棄されているか。 

・ 誤廃棄を防止する措置は採られているか。 
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・ 職員に対する日常的指導は適切になされているか。 

・ 異動や組織の新設・改正・廃止に伴う事務引継の際、適切に公文書ファイル等が引き

継がれているか。 

  (2) 監査は、総括文書管理者又はこれを補佐する副総括文書管理者が、必要

に応じて行うこととする。 

 

２ 紛失等への対応 

(1) 公文書ファイル等の紛失及び誤廃棄については、被害の拡大防止や業務へ

の影響の最小化等の観点から、組織的に対応すべき重大な事態であることか

ら、紛失及び誤廃棄が明らかとなった場合は、直ちに総括文書管理者に報告

することとしている。 

(2) 総括文書管理者は、上記報告を受けたときは、速やかに被害の拡大防止等

のために、必要な措置を講ずる。 

(3) 公文書ファイル等の紛失及び誤廃棄の状況については、管理状況の報告事

項である。 

 

３ 管理状況の報告 

(1) 条例第９条第１項に基づき、総括文書管理者は、公文書ファイル管理簿の

記載状況その他の公文書の管理の状況について、毎年度、知事に報告する必

要がある。 

(2) 知事は、(1)のほか、公文書の適正な管理を確保するために必要があると

認める場合には、実施機関に対し、公文書の管理について、その状況に関す

る報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な助言を行うことができる。 
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第９ 研修 

（研修） 

第 25 条 総括文書管理者は、職員に対し、公文書の管理を適正かつ効果的に

行うために必要な知識及び技能を習得させ、又は向上させるために必要な研

修を行うものとする。 

２ 文書管理者は、総括文書管理者その他の機関が実施する研修に職員を積極

的に参加させなければならない。 

 

 

１ 適正な文書管理を確保するためには、条例や公文書管理規則のようなルー

ルが整備されれば足りるというものではない。現に崇高な理念の下に公文書

等の管理に関する法律が定められている国において、適正でない公文書の管

理が行われた事案が発生しており、国においても、「職員一人ひとりが職責を

明確に自覚し、誇りを持って文書を作成し、文書に愛着を持って適切な管理

を行い、堂々と後世に残していくという意識を醸成する必要がある」と厳し

く襟を正すべきとの認識が示されている。 

２ 各職員が高い意識の下、条例に基づき適正な文書管理を行うためには、文

書管理に関する知識及び技能を習得させ、又は向上させるための研修の実施

が不可欠である。 

３ そのため、総括文書管理者は、職員の文書管理に関する知識及び技能の習

得又は向上のため、必要な研修を行い、文書管理者は、職員を研修に積極的

に参加させなければならない。 

４ 研修の実施は、各実施機関の義務であるが、複数の実施機関の共同で実施

することも可能である。 

５ 以上のような研修に加え、ＯＪＴに資する公文書管理事務に係る手引き書

等の作成、電子掲示板を活用した実務質疑応答集を継続的に整備していくこ

とが、職員の能力向上には有益である。 

 

 

第 10 補則 

（補則） 

第 26 条 この規則の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 
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Ⅱ 文書事務の電子化の推進 

 

第１ 保有文書情報の電子的管理 

１ 令和元年度時点における各実施機関においては、紙文書ファイルが数多

く存在するほか、文書管理システム、総務事務システム、財務会計システ

ムなどの各システムによっても大量の文書情報が管理されている。 

２ このように、様々な媒体に記録され、紙文書ファイル現物として、又は

それぞれのシステムで管理されている文書情報については、紙文書をすべ

て電子化し、更に様々なシステムを一つのシステムに統合することは、当

面不可能である。 

３ しかし、条例の施行に伴い、これらの公文書に関する情報を公文書ファ

イル管理簿に登録することにより、いかなる公文書がどこでどのような形

式で保有されているかという公文書の保有情報は、公文書ファイル管理簿

という統一的な形式で管理されることになる（Ⅰ－第６（公文書ファイル

管理簿））。 

４ さらに、公文書ファイル管理簿の情報が、文書管理システム等によって

一元的に管理される状態になることが望ましい。 

 

第２ 決裁手続の電子化の推進 

１ 条例の施行（令和２年４月１日）現在において、決裁については、定型・

定例的な処理については、文書管理システムや総務事務システムの電子決

裁機能が活用されているものの、決裁の際に個別の説明を要し、又は添付

資料が多いなどの決裁については、紙文書に押印をする事務処理がほとん

どであり、文書事務の電子化が進んでいるとは言いがたい。 

２ 決裁の際に個別の説明を要し、電子化に手数のかかる添付資料が多いな

ど、電子決裁に馴染まないことに相当の理由がある決裁を除き、文書管理

システムによる電子決裁機能の活用を促進すべきである。 

 

第３ 保存文書の電子化の推進 

１ 税、福祉、債権管理、公物管理など、個別の事務に係るシステムが導入

され、電子的に保存されている文書情報は増加している。 

２ 一方、１のとおり紙文書による文書事務が多い以上、紙文書への押印等

による決裁・供覧を経た当該紙文書、協議、会議、説明等に用いられた紙

文書等は、紙文書により保存されている。 

３ しかし、紙文書の原稿はそもそも電子文書として作成されていること、

定例で開催され、資料形式が一定の要件で統一されている会議の資料等に
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ついては電子保存のルールが設定しやすいなど、電子保存を推進しやすい

事務を選定し、そういった事務から文書の電子保存に積極的に取り組むべ

きである。 

４ 保存文書の電子化は、改ざん・偽造防止措置が確実であること、文書の

所在確認や検索が容易であることなどのほか、低コスト、ペーパーレス、

省スペース等の面でもメリットがあるため、働き方改革、庁舎再編、シス

テムの整備状況等を踏まえながら検討を進めるべきである。 
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別表第１（第 10 条関係） 

標準事務に係る公文書の類型並びに保存期間及び保存期間満了後の措

置の設定基準 

Ⅰ 条例又は実施機関の規則（規程を含む。）の制定又は改廃に関する事項 

事務の区分 公文書の類型 具体例 保存期間

の設定基

準 

保存期間満

了後の措置

の設定基準 

１ 立案の検

討 

(1) 立案基礎

文書 

・立案の基本方針、

基本計画等 

・知事協議等の資料

及び記録 

30 年 歴史的文書 

(2) 審議会等

文書 

・諮問文書 

・配付資料 

・議事の記録 

・答申、報告等 

(3) 調査研究

文書 

・国、他の団体等の

状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

２ 条例案等

の審査 

審査の過程を

示す文書 

・文書課等協議資料 

・法制審議会資料 

・法制審議会におけ

る質疑等 

３ 意見公募

手続 

意見公募手続

文書 

・意見公募要領 

・意見公募資料 

（条例案骨子等) 

・提出された意見 

・提出された意見の

考慮結果とその理由 

４ 関係機関

との協議 

協議文書 ・協議資料 

・質問又は意見及び

これらに対する回答 

５ 決裁 決裁文書 ・決裁原義 

（制定の理由及び概

要、条例案、新旧対

照表、参考資料） 
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６ 議会審議 議会審議文書 ・説明資料 

(ふんどし、常任

委員会資料等) 

・想定問答 

・答弁原稿 

・質疑記録 

７ 公布・公

表 

公布・公表文書 ・知事署名原本 

・公報原稿 

８ 解釈又は

運用の基準

の設定 

調査研究文書 ・国、他の地方公共

団体等の状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

決裁文書 ・告示、解釈通知等 

・逐条解説 

・ガイドライン 

・解釈運用の手引 

 

 

Ⅱ 実施機関における会議又は協議による政策の決定に関する事項 

事務の区分 公文書の類型 具体例 保存期間

の設定基

準 

保存期間満

了後の措置

の設定基準 

会議又は協議

による政策の

決定 

会議・協議文書 ・会議資料及び記録 

・協議資料及び記録 

30 年 歴史的文書 
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Ⅲ 行政処分、不服申立て、訴訟その他の個人又は法人の権利義務の得喪に関する

事項 

事務の区分 公文書の類型 具体例 保存期間

の設定基

準 

保存期間満

了後の措置

の設定基準 

１  審 査 基 

準、処分基

準、行政指

導指針及び

標準処理期

間に関する

立案の検討

その他の重

要な経緯 

(1) 審議会等

文書 

・諮問文書 

・配付資料 

・議事の記録 

・答申、報告等 

10 年 歴史的文書 

(2) 調査研究

文書 

・国、他の団体等の

状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

(3) 意見公募

手続文書 

・意見公募要領 

・意見公募資料 

（審査基準案、処

分基準案又は行

政指導指針案) 

・提出された意見 

・提出された意見の

考慮結果とその理由 

(4) 審査基準、

処分基準又

は行政指導

指針を定め

るための決

裁文書 

・審査基準案、処分

基準案又は行政指導

指針案 

(5) 標準処理

期間を定め

るための決

裁文書 

・標準処理期間案 

２ 許認可等

に関する重

要な経緯 

許認可等をす

るための決裁

文書その他許

認可等に至る

過程が記録さ

・審査案 

・理由 

許認可等

の効力が

消滅する

日に係る

特定日以

次の文書は

歴史的文書 

①公益法人

等の設立又

は廃止等、
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れた文書 後５年 指導監督等

に関する文

書 

②重要な公

益事業に関

する文書 

３ 不利益処

分に関する

重要な経緯 

不利益処分を

するための決

裁文書その他

当該処分に至

る過程が記録

された文書 

・処分案 

・理由 

５年 廃棄 

４ 補助金等

の交付に関

する重要な

経緯 

(1) 交付の要

件に関する

文書 

・交付規則、交付要

綱、実施要領等 

・審査要領、選考基

準等 

交付に係

る事業が

終了する

日に係る

特定日以

後５年 

歴史的文書 

(2) 交付のた

めの決裁文

書その他交

付に至る過

程が記録さ

れた文書 

・審査案 

・理由 

廃棄 

(3) 補助事業

等実績報告

書 

・実績報告書 廃棄 

５ 不服申立

てに関する

審議会等に

おける検討

その他の重

要な経緯 

(1) 不服申立

書又は口頭

による不服

申立てにお

ける陳述の

内容を録取

した文書 

・不服申立書 

・口頭による不服申

立ての録取書 

裁決、決

定その他

の処分が

される日

に係る特

定日以後 

10 年 

法 令 の 解

釈、政策立

案等に影響

を与えた事

件に関する

文書は歴史

的文書 

(2) 審議会等

文書 

・諮問文書 

・配付資料 

・議事の記録 

・答申、報告等 

(3) 裁決、決定

その他の処

・弁明書 

・反論書 
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分をするた

めの決裁文

書その他当

該処分に至

る過程が記

録された文

書 

・審理員等の意見書 

(4) 裁決書又

は決定書 

・裁決書又は決定書 

６ 県又は県

の執行機関

を当事者と

する訴訟の

提起その他

の訴訟に関

する重要な

経緯 

(1) 訴訟の提

起に関する

文書 

・訴状 

・期日呼出状 

・応訴に係る決裁文

書 

・訴えの提起に係る

決裁文書 

・訴訟代理人の選任

に関する文書 

訴訟が終

結する日

に係る特

定日以後

10 年 

法 令 の 解

釈、政策立

案等に影響

を与えた事

件に関する

文書は歴史

的文書 

(2) 訴訟にお

ける主張又

は立証に関

する文書 

・答弁書 

・準備書面 

・各種申立書 

・証人等調書 

・書証 

(3) 判決書又

は和解調書 

・判決書 

・和解調書 

備考 上表における用語の意義は、次に掲げるとおりとする。 

１ 審査基準 行政手続法（平成５年法律第 88 号）第２条第８号ロの審査基準 

２ 処分基準 行政手続法第２条第８号ロの審査基準 

３ 行政指導指針 行政手続法第２条第８号ニの行政指導指針 

４ 標準処理期間 行政手続法第６条の標準的な期間 

５ 許認可等 行政手続法第２条第３号の許認可等 

６ 不利益処分 行政手続法第２条第４号の不利益処分 

７ 補助金等 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号）第２条第１項の補助金等 
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Ⅳ 予算及び決算に関する事項 

事務の区分 公文書の類型 具体例 保存期間

の設定基

準 

保存期間満

了後の措置

の設定基準 

１ 歳入、歳

出、繰越明

許費、債務

負担行為、

地方債等の

見積に関す

る書類の作

製その他の

予算に関す

る重要な経

緯 

(1) 歳入、歳

出、繰越明許

費、債務負担

行為、地方債

等の見積に

関する書類

の作製その

他の予算に

関する重要

な経緯 

・予算編成方針 

・要求書 

10 年 予算に関す

る重要な経

緯が記録さ

れた文書は

歴史的文書 

(2) (1)に掲げ

るもののほ

か、予算の成

立に至る過

程が記録さ

れた文書 

・予算査定 

・予算提案伺 

(3) 歳入歳出

予算及び債

務負担行為

の配当に関

する文書 

・予算の配当要求書 

・予算の配当通知書 

２ 歳入歳出

決算報告そ

の他の決算

に関する重

要な経緯 

(1) 歳入歳出

決算書及び

その作製の

基礎となっ

た意思決定

及び当該意

思決定に至

る過程が記

録された文

書 

・歳入歳出決算書 

・歳入歳出決算事項

別明細書 

・実質収支に関する

調書 

・財産に関する調書 

・証拠書類 

５年 決算に関す

る重要な経

緯が記録さ

れた文書は

歴史的文書 

(2) 監査委員

に提出した

文書 
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(3) 監査委員

の監査を受

けた結果に

関する文書 

・審査意見書 

 

(4) (1)から(3)

までに掲げ

るもののほ

か、決算の提

出に至る過

程が記録さ

れた文書 

・調書 
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Ⅴ 職員の人事に関する事項 

事務の区分 公文書の類型 具体例 保存期間

の設定基

準 

保存期間満

了後の措置

の設定基準 

１ 人事評価

実施要綱の

制定又は変

更及びその

経緯 

(1) 立案の検

討に関する

調査研究文

書 

・国、他の地方公共

団体等の状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

10 年 廃棄 

 

(2) 制定又は

変更のため

の決裁文書 

・要綱案 

２ 職員の研

修の実施に

関する計画

の立案の検

討その他の

職員の研修

に関する重

要な経緯 

(1) 計画の立

案に関する

調査研究文

書 

・国、他の地方公共

団体等の状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

10 年 

(2) 計画を制

定又は改廃

するための

決裁文書 

・計画案 

(3) 職員の研

修の実施状

況が記録さ

れた文書 

・実績 

３ 職員の兼

業の許可に

関する重要

な経緯 

職員の兼業の

許可の申請書

及び当該申請

に対する許可

に関する文書 

・申請書 

・承認書 

３年 

４ 退職手当

の支給に関

する重要な

経緯 

退職手当の支

給に関する決

定の内容が記

録された文書

及び当該決定

に至る過程が

記録された文

書 

・調書 30 年 
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Ⅵ その他の事項 

事務の区分 公文書の類型 具体例 保存期間

の設定基

準 

保存期間満

了後の措置

の設定基準 

１ 告示の立

案の検討そ

の他の重要

な経緯（Ⅰ

からⅤまで

に掲げるも

のを除く。） 

(1) 審議会等

文書 

・諮問文書 

・配付資料 

・議事の記録 

・答申、報告等 

10 年 廃棄 

(2) 調査研究

文書 

・国、他の地方公共

団体等の状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

(3) 意見公募

手続文書 

・意見公募要領 

・意見公募資料 

（告示案) 

・提出された意見 

・提出された意見の

考慮結果とその理由 

(4) 決裁文書 ・告示案 

(5) 公示に関

する文書 

・公報原稿 

２ 訓令及び

通達の立案

の検討その

他の重要な

経緯 

(1) 調査研究

文書 

・国、他の地方公共

団体等の状況調査 

・関係団体等のヒア

リング 

10 年 重要な訓令

及び通達の

制定改廃に

係る決裁文

書は、歴史

的文書 

(2) 決裁文書 ・訓令案又は通達案 

３ 栄典又は

表彰の授与

又ははく奪

の重要な経

緯 

栄典又は表彰

の授与又はは

く奪のための

決裁文書及び

伝達の文書 

・選考基準 

・選考案 

・伝達 

・受章者名簿 

10 年 次の文書に

ついては、

歴史的文書 

①栄転制度

の創設改廃

に関する文

書 

②叙位、叙

勲又は褒章

の選考・決

定に関する
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文書 

③重要な表

彰に関する

文書 

４ 議会にお

け る 審 議

（ⅠからⅤ

までに掲げ

るものを除

く。） 

議会審議文書 ・説明資料 

・想定問答 

・答弁原稿 

・質疑記録 

10 年 歴史的文書 

５ 審議会等

における審

議（Ⅰから

Ⅴまでに掲

げるものを

除く。） 

審議会等文書 ・諮問文書 

・配付資料 

・議事の記録 

・答申、報告等 

10 年 歴史的文書 

６ 公文書の

管理 

(1) 公文書フ

ァイル管理

簿その他の

業務に常時

利用するも

のとして継

続的に保存

すべき公文

書 

・公文書ファイル管

理簿 

常用（無

期限） 

移管廃棄簿

に つ い て

は、歴史的

文書 

(2) 公文書フ

ァイル等の

移管又は廃

棄の状況が

記録された

帳簿 

・移管廃棄簿 30 年 

備考 

この表における次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。 

１ 立案基礎文書 立案の基礎となった県政に関する基本方針又は県政上の重要

な事項に係る意思決定が記録された文書 

２ 審議会等文書 審議会等（審議会その他の合議制の機関又は専門的知識を有す

る者等を構成員とする懇談会その他の会合をいう。以下同じ。）に検討のための

資料として提出された文書及び審議会等の議事、答申、建議、報告、意見等が
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記録された文書その他審議会等における決定若しくは了解又はこれらに至る過

程が記録された文書 

３ 調査研究文書 調査又は研究の結果及び当該結果に至る過程が記録された文

書 

４ 決裁文書 意思決定の権限を有する者が押印、署名又はこれらに類する行為を

行うことにより、その内容を実施機関の意思として決定し、又は確認した文書 

５ 意見公募手続文書 意見公募手続の実施及び結果の公示に関する決裁文書 

６ 議会審議文書 議会における議案の趣旨の説明又は審議の内容が記録された

文書、議会において想定される質問に対する回答に関する文書その他の議会審

議に関する文書 



別表第２（第10条関係）

30年 10年 ５年 ３年 １年
事務又は事
業の計画及
び実施

重要な事業の計
画及び実施に関
する文書等

事業の計画及び
実施に関する文
書等

審議会への
諮問及び答
申

諮問、答申等に
関する文書等で
特に重要なもの

諮問、答申等に
関する文書等で
重要なもの

諮問、答申等に
関する文書等

請願及び陳
情

請願及び陳情に
関する決裁文書

通知、申
請、届出、
照会及び回
答

通知、申請、届
出、進達等の文
書等で重要なも
の

通知、申請、届
出、進達等の文
書等

通知、照会、回
答等で軽易な文
書等

地方公営企業
管理者、行政委
員会の委員及び
附属機関の委
員の任免に関す
る決裁文書
職員の任免、身
分及び賞罰に関
する文書等で重
要なもの

職員の任免、身
分及び賞罰に関
する文書等

職員の履歴書
非常勤職員及び
臨時職員の雇
用等に関する決
裁文書

職員の長期給
付及び恩給に関
する決裁文書

職員の給与に関
する決裁文書

旅行命令に関す
る決裁文書

知事及び副知事
の事務引継書

会計管理者、部
長、県民局長及
びこれに準ずる
者の事務引継

課長等、県民局
の事務所の長
及びこれに準ず
る者の事務引継

契約 契約に関する文
書等で特に重要
なもの

契約に関する文
書等で重要なも
の

契約に関する文
書等

契約に関する文
書等で軽易なも
の

工事 工事完了完成
図面等で重要な
もの

渉外及び交
渉

渉外、交渉及び
合意に関する文
書等で特に重要
なもの

渉外及び交渉に
関する文書等で
重要なもの

研究報告、
統計等

研究報告書、統
計書、年報等の
研究及び統計に
関する文書等で
特に重要なもの

研究報告書、統
計書、年報等の
研究及び統計に
関する文書等で
重要なもの

研究報告書、統
計書、年報等の
研究及び統計に
関する文書等

監査及び検
査

監査及び検査に
関する決裁文書

標準事務以外の事務に係る公文書の保存期間の設定基準

人事

事務の類型
保存期間の設定基準
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復命 復命書 復命書で軽易な
もの

市町の廃置
分合等

市町の廃置分
合、境界変更等
に関する決裁文
書

県行政の沿
革

県行政の沿革に
関する文書等で
重要なもの

官報及び公
報

官報及び公報
（文書課の所掌
するものに限

帳簿 軽易な帳簿
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別表第３（第 19 条関係） 

保存期間満了時の措置の設定基準 

 

１ 基本的考え方 

(1) 条例は、公文書の適正な管理を確保し、もって県の有するその諸活動を県

民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とし（第１条）、また、

経緯も含めた意思決定に至る過程及び事務・事業の実績を合理的に跡付け、

検証することができるよう文書を作成しなければならない旨定めている（第

４条）。 

(2) また、このように作成され、保存される公文書のうち、一定の公文書につ

いては、その保存期間が満了した後も、一般の利用に供するための歴史資料

として保存すべきことを定めている（第５条及び第８条）。 

(3) これらを踏まえ、２の選別基準ⅠからⅣまでのいずれかに該当する文書は、

「一般の利用に供するための歴史資料として保存すべきもの」とし、実施機

関から知事に移管し知事が兵庫県公館県政資料館において歴史資料として

の保存の措置を講ずるか、又は実施機関において独自に歴史資料としての保

存の措置を講ずるものとする。 

 

２ 選別基準 
Ⅰ 県の機関の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に

関する重要な情報が記録された文書 

Ⅱ 県民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書 

Ⅲ 県民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された

文書 

Ⅳ 県の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書 

(1) Ⅰの文書について、次のような重要な情報が記録された文書が対象となる。 

ア 県の機関の設置、統合、廃止、改編の経緯並びに各組織の構造や権限

及び機能の根拠に関する情報が記録された文書 

イ 経緯も含めた政策の検討過程や決定並びに政策の実施及び実績に関す

る情報であって、将来までを見据えて政策の理解や見直しの検討に資す

ると考えられる情報が記録された文書 

(2) Ⅱの文書について、次のような重要な情報が記録された文書が対象となる。 

ア 県民の権利及び義務の法令上の根拠並びに個人及び法人の権利及び義

務の得喪に関する基準、指針等の設定に関する経緯も含めた情報が記録

された文書 

イ 個別の許認可等のうち公益等の観点から重要と認められるものに関す
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る情報が記録された文書 

ウ 県民からの不服申立てや県又は県の機関を当事者とする訴訟の提起等

に関する情報のうち、法令の解釈やその後の政策立案等に大きな影響を

与えた事件に関する情報が記録された文書 

(3) Ⅲの文書について、次のような重要な情報が記録された文書が対象とな

る。 

ア 政策の変更や優先順位の設定に影響を与えた社会環境、自然環境等に

関する情報が記録された文書 

イ 政策が県民に与えた影響や効果、社会状況を示す重要な調査の結果、

県の広報に関する情報が記録された文書 

ウ 自然環境に関する観測結果等、その動態に関する情報が記録された文

書 

(4) Ⅳの文書について、次のような重要な情報が記録された文書が対象とな

る。 

ア 県及び市町の区域の変遷、自然災害、事件等の重大な出来事に関する

情報が記録された文書 

イ 学術の成果及びその顕彰、文化、芸術又は技術の功績等のうち重要な

ものに関する情報が記録された文書 

 

３ 基準該当性の判断指針 

(1) 別表第１に掲げる標準事務に係る文書については、上記選別基準に基づ

き、同表保存期間満了後の措置の欄に定めるとおりとする。 

(2) 次の表の左欄に掲げる事項に係る歴史資料として保存すべき文書の具体

例は、右欄に定めるとおりとする。 

事項 歴史資料として保存すべき文書の具体例 

政策評価、情報公開、予算・決算、

補助金等、機構・定員、人事管理、

統計等について、これらの制度を

所管する機関による当該制度の運

用状況の把握等に関する事項 

・基本計画 

・年間実績報告書等 

・施行状況調査・実態状況調査 

・意見・勧告 

・その他これらに準ずるもの 

国際会議 ・国際機関に関する会議又は知事等が出席した会議

等であって、重要な国際的意思決定が行われた会議

に関する準備、実施、参加、会議の結果等に関する
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国際交流 ・国際交流の基本的な方針、計画、実施及び評価に

関する文書 

統計調査 ・基幹統計調査の企画に関する文書及び調査報告書 

・一般統計調査の調査報告書 

その他の事項 ・年次報告書 

・広報資料 

・知事記者会見録 

・知事等の事務引継書 

 
(3) 個別の重大事案に係る公文書については、ⅠからⅣまでのいずれかに該

当するものと考えられるため、別表第１において廃棄とされている場合で

あっても保存すべきこととする。その具体例は、次のとおりとする。 

ア 災害及び事故事件への対処 

（例）阪神・淡路大震災、暴力団抗争、ＪＲ福知山線脱線事故、東日本

大震災 等 

イ 県政に係る新たな仕組みの構築 

（例）参画と協働、情報公開条例の制定、行財政構造改革 等 

ウ 歴史的催事 

（例）国民体育大会、国際会議 等 

 

(4) 知事の決裁を受けた事案に関する文書については、ⅠからⅣまでのいず

れかに該当するものと考えられるため、原則として保存すべきこととする。 

 

(5) (1)から(4)に記載のないものに関しては、１の基本的考え方に照らして、

各実施機関において個別に判断するものとする。 

 


